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平成２１年度当初予算案の概要

１．基本的な考え方

○ 景気後退の影響が急速に拡大する中、現下の経済危機に対処し、県経済と

県民生活を守るため、国の経済対策に呼応し、さらに県独自の措置も織り込

、 。んで 需要と雇用の創出に向けた経済対策を実施するための予算を措置した

○ また、経済対策以外の分野においても、産業振興、医療・福祉の確保・充

実、教育の充実、社会貢献活動の支援など、県の総合的な発展のための施策

の実施に意を用いたところである。

２．歳入・歳出の概要

、 。○ 平成２１年度当初予算の規模は 平成１３年度以来８年ぶりに対前年度比増となった

○ 平成２１年度当初予算の収支不足は、約１５３億円となった。この収支不足額につい

ては、基金の取崩しにより対応した。

この収支不足額は 「財政健全化基本方針」による改革努力後の収支不足額（平成、

２１年度当初予算編成時点）にほぼ沿ったものとなっている。

（単位：億円）

H20当初 H21当初 増減 伸率

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A)

 1．県　税 694 615 ▲79 ▲11.4% 

 2．地方譲与税等 40 83 43 107.5% 

 3．地方交付税（含む臨財債） 2,041 2,051 10 0.5% 

 4．県債（除く臨財債） 427 428 1 0.2% 

  　 〃 （含む臨財債） (670) (918) (248) 37.0% 

 5．国庫支出金 732 767 35 4.8% 

 6．その他 1,077 1,327 250 23.2% 

5,012 5,271 259 5.2% 

 1．給与関係経費 1,275 1,236 ▲39 ▲3.1% 

 2．公債費 963 912 ▲51 ▲5.3% 

 3．投資的経費 1,141 1,196 55 4.8% 

 (1) 普通建設事業費 1,067 1,140 73 6.8% 

 (2) 災害復旧事業費 74 56 ▲18 ▲24.3% 

 4．扶助費 306 312 6 2.0% 

 5．その他 1,327 1,615 288 21.7% 

 〃（除く制度融資等(注)） (856) (937) (81) (9.5%)

5,012 5,271 259 5.2% 

 〃（除く制度融資等(注)） (4,541) (4,593) (52) (1.1%)

（注）中小企業制度融資貸付金、県単用地先行取得事業
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３．主な事業
（経済対策事業については、別冊「経済対策の概要」を参照）

（注)予算額の後の括弧書きはH20当初予算との対比

１ 「活力あるしまね」 ～産業の振興・雇用の確保～．

・しまねＩＴ産業振興事業 １２５百万円

( )県内企業、大学等による技術研究開発に対して助成 ＋５７百万円

※経済対策分を含むＩＴ人材の育成を支援

・しまねものづくり産業活性化プロジェクト １４０百万円

( )県内製造業の競争力の強化を図るため、技術アドバ ＋３２百万円

※経済対策分を含むイザーの派遣や首都圏での販路開拓の取組みを強化す

るなど、ものづくり企業を支援

・新産業創出プロジェクト ２９８百万円

( )競争力のある新技術、新素材を開発するための研究 ▲６百万円

プロジェクトを推進

・企業誘致のための各種助成事業 制度拡充

ＩＴ産業の振興のため、企業立地促進助成金の対象

に、新しい技術やビジネスモデルにより事業拡大を図

る既存の県内ソフト系ＩＴ企業を新たに追加

・農林水産振興がんばる地域応援総合事業 ３６０百万円

農林水産戦略プランの地域プロジェクトを具体的に )(＋３５百万円

※経済対策分を含む推進するため、地域ブランドの育成や新規就農者の初

期投資軽減など、地域の農林水産業が抱える諸課題の

解決・改善に向けた取組みを支援

・しまねの農地再生・利活用促進事業【新規】 １６８百万円

( )耕作放棄地やそのおそれのある農地を守るため、耕 皆 増

※経済対策分を含む作放棄地を引受け営農活動や保全管理を行う法人等を

支援

・島根暮らしＵＩターン支援事業 ５１百万円

( )ＵＩターンを促進するため、関係機関と連携して無 ＋５百万円

※経済対策分を含む料職業紹介や住まいに関する情報提供などの支援策を

実施



・萩・石見空港路線維持事業 ２３百万円

( )航空路線の維持を図るため、萩・石見空港利用拡大 ＋６百万円

促進協議会が実施する利用促進対策

空港利用者のアクセス改善するための検討を支援【新規】

２ 「安心して暮らせるしまね」 ～医療・福祉の確保・充実～．

・障害者の自立に向けた特別支援事業 ７４２百万円

( )障害者の企業等への就労の促進や、工賃向上のため ＋８０百万円

※経済対策分を含む就労継続支援事業所に対しアドバイザー・販路開拓支

援員の派遣、機器購入補助等を行う【新規】

在宅重症難病患者の一時入院により家族等の負担を

軽減するため、受入病院に対し運営費補助を行うなど

極めて重度の障害児（者）への支援を強化【新規】

・ステップアップ就労支援事業 １４百万円

( )知的障害者等の就労支援のため、県が非常勤嘱託と ＋８百万円

して採用し、実習の場を提供

実習にあたっては、ジョブコーチを採用し被雇用者

をケア【新規】

・介護人材確保・定着推進事業【新規】 １４３百万円

( )介護保険事業所の介護人材の確保・定着を図るため、 皆 増

※経済対策分を含む求職者に対する職場体験やイメージアップのための啓

発を実施

・地域医療を支える医師確保養成対策事業 ４２７百万円

( )島大医学部緊急医師確保対策枠推薦入学者（定員５ ＋１４５百万円

名）への奨学金制度の創設【新規】

産科医の負担軽減のため助産師外来・院内助産所の

開設支援として助産師研修等を実施【新規】

分娩件数の少なく経営困難な離島・中山間地域の公

立産科医療機関の運営に対して財政支援【新規】

医学部進学への関心を高めるための高校生合宿セミ

ナーを教育委員会と共同で開催【新規】



・しまねがん対策強化事業 １０８百万円

( )患者と医療者等が一緒に病気に立ち向かう活動の場 ＋３７百万円

※経済対策分を含むとしての「がん患者塾（仮称 」の開催【新規】）

がん相談支援センターに、がん知識の普及啓発員を

配置【新規】

・隠岐病院整備事業 １２百万円

( )老朽化・狭隘化した隠岐病院の新築建替整備費を負 ＋６百万円

担

・浜田医療センター整備関連支援事業【新規】 １，９３６百万円

( )浜田医療センターの新築移転に併せ、成人病予防セ 皆 増

ンターの機能を合築整備

・中山間地域活性化重点施策推進事業 ８９百万円

( )「コミュニティ再生」や「地域生活交通」などに積 ＋０百万円

極的に取り組む市町村を支援

自治会等による交通空白・不便地域における自主的

な輸送活動を促進する市町村を支援【新規】

３ 「心豊かなしまね」 ～教育の充実、多彩な県民活動の推進～．

・ 働くことを学ぼう」推進事業 ６３百万円「

( )地元企業に対する理解促進を図るため、企業見学を ＋３１百万円

対象：高校１年生→高校１～２年生＋保護者へ拡実施（

）充

専門高校の生徒が授業で行う課題研究を地元企業と

連携して、企業側の支援（施設設備、ノウハウ等の利

活用）のもとに継続的に実施【新規】

・子ども読書活動推進事業【新規】 １３６百万円

( )読書活動の推進及び学校図書館の効果的な活用・運 皆 増

営を図るため、小中学校の学校司書等の配置を支援



・学びいきいきサポート事業 １９２百万円

( )不適応、不登校等支援を要する児童生徒が在籍して ＋１０２百万円

いる学校のうち、自学教室等を設置して個別に指導を

行っている小中学校に非常勤講師を配置

平成２１年度から先行実施される新学習指導要領

の円滑な実施のため、小学校に非常勤講師を配置【新規】

・しまね社会貢献基金事業【新規】 ２５百万円

( )県が基金を造成するとともに、あわせて県民や企業 皆 増

※このほか基金造成費65百万円等からの寄附金を募ることによって、ＮＰＯその他社

会貢献活動を行う団体の活動を支援

（寄附者には税の優遇措置あり）

・県民いきいき活動促進事業 ４５百万円

( )ＮＰＯ法人等多くの県民のユニークな発想や企画力 ＋１３百万円

を活かして、地域課題の解決や地域の活性化につなが

る活動を支援

公共性・公益性の高い社会貢献活動については、初

動支援とともに継続的な取組についても支援

（例：花や並木を植える活動など 【新規】）

・ハートフルしまね事業 ３７百万円

( )自治会等が行う道路や河川、都市公園の除草作業や ＋１５百万円

植栽等の活動を支援（河川、都市公園分は【新規 ）】

・地域連携による省エネ・３Ｒ活動支援事業【新規】 ７百万円

( )地域における低炭素社会及び循環型社会づくりの促 皆 増

進のため、市町村地球温暖化対策協議会（市町村、地

域住民、企業、学校等）が実施する省エネ・リサイク

ル等に関する活動を助成



（単位：百万円、％）

H20当初予算 H20.２月補正 (B)＋(C)

(経済対策分) (参考)

(A) (B) (C) うち経済対策 (D) (C)/(A) (D)/(A)

１　補助公共事業費 45,995 1,125 46,409 47,534 100.9% 103.3% 

〃
 含地域活力基盤創造
 交付金事業 (62,341) (2,883) (62,868) (65,751) (100.8%) (105.5%)

土　木　部 27,709 1,090 28,628 29,718 103.3% 107.3% 

農林水産部 18,286 35 17,781 17,816 97.2% 97.4% 

２　県単独公共事業費 21,932 6,095 24,110 1,000 30,205 109.9% 137.7% 

〃
 除地域活力基盤創造
 交付金事業 (5,586) (4,337) (7,651) (1,000) (11,988) (137.0%) (214.6%)

土　木　部 21,104 5,492 23,050 590 28,542 109.2% 135.2% 

農林水産部 828 603 1,060 410 1,663 128.0% 200.8% 

３　国直轄事業負担金 14,448 155 14,521 14,676 100.5% 101.6% 

土　木　部 12,918 155 13,342 13,497 103.3% 104.5% 

農林水産部 1,530 1,179 1,179 77.1% 77.1% 

４　維持修繕費 7,224 1,963 7,221 9,184 100.0% 127.1% 

土　木　部 7,194 1,963 7,190 9,153 99.9% 127.2% 

農林水産部 30 31 31 103.3% 103.3% 

５　受託事業費 1,671 1,662 1,662 99.5% 99.5% 

土　木　部 1,312 1,329 1,329 101.3% 101.3% 

農林水産部 359 333 333 92.8% 92.8% 

６　災害復旧事業費 7,427 5,566 5,566 74.9% 74.9% 

土　木　部 5,246 3,665 3,665 69.9% 69.9% 

農林水産部 2,181 1,901 1,901 87.2% 87.2% 

合　　計 98,697 9,338 99,489 1,000 108,827 100.8% 110.3% 

土　木　部 75,483 8,700 77,204 590 85,904 102.3% 113.8% 

農林水産部 23,214 638 22,285 410 22,923 96.0% 98.7% 

（注1）一般会計、臨港地域整備特別会計、流域下水道特別会計及び県営住宅特別会計に計上された公共事業費の合計額

（注2）地域活力基盤創造交付金事業は、Ｈ20年度までは地方道路交付金事業

公 共 事 業 の 概 要

事業区分

伸　率Ｈ21当初予算



　

 Ｈ２０当初 Ｈ２１当初 増　減 対前年度比

 (A) (B) (B)-(A) (B/A)
Ｈ２０
当初

Ｈ２１
当初

 １．県　　　　　　　　　       税 69,440,451 61,527,359 ▲ 7,913,092 88.6% 13.9% 11.7% 

 ２． 地 方 消 費 税 清 算 金 12,824,213 12,555,919 ▲ 268,294 97.9% 2.6% 2.4% 

 ３．地  　方  　譲  　与  　税 3,140,000 7,555,000 4,415,000 240.6% 0.6% 1.4% 

 ４．地  方  特  例  交  付  金 866,000 726,000 ▲ 140,000 83.8% 0.2% 0.1% 

 ５．地　  方 　 交 　 付  　税 179,886,000 156,137,000 ▲ 23,749,000 86.8% 35.9% 29.6% 

       〃 （含臨時財政対策債） (204,126,000) (205,104,000) (978,000) 100.5% (40.7%) (38.9%)

 ６．交通安全対策特別交付金 280,000 290,000 10,000 103.6% 0.1% 0.1% 

 ７．分 担 金 及 び 負 担 金 2,901,487 2,916,249 14,762 100.5% 0.6% 0.5% 

 ８．使 用 料 及 び 手 数 料 4,357,818 4,364,256 6,438 100.1% 0.9% 0.8% 

 ９．国　  庫  　支  　出  　金 73,209,284 76,692,648 3,483,364 104.8% 14.6% 14.6% 

10．財　     産      収      入 1,757,671 1,729,566 ▲ 28,105 98.4% 0.3% 0.3% 

11．寄           付           金 0 8,500 8,500 皆増 0.0% 0.0% 

12．繰           入           金 21,671,827 25,072,502 3,400,675 115.7% 4.3% 4.8% 

13．繰           越           金 2,000,000 2,000,000 0 100.0% 0.4% 0.4% 

14．諸           収           入 61,907,891 83,745,948 21,838,057 135.3% 12.3% 15.9% 

15．県                         債 66,956,200 91,749,000 24,792,800 137.0% 13.3% 17.4% 

　　  〃 （除臨時財政対策債） (42,716,200) (42,782,000) (65,800) 100.2% (8.5%) (8.1%)

合           計 501,198,842 527,069,947 25,871,105 105.2% 100.0% 100.0% 

　　歳　　　　出

　 １．議　　      会      　　費 949,369 1,026,726 77,357 108.1% 0.2% 0.2%

 ２．総          務          費 24,411,952 25,571,167 1,159,215 104.7% 4.9% 4.9%

 ３．民          生          費 41,626,618 43,315,088 1,688,470 104.1% 8.3% 8.2%

 ４．衛          生          費 15,456,874 19,651,845 4,194,971 127.1% 3.1% 3.7%

 ５．労          働          費 1,599,697 4,087,418 2,487,721 255.5% 0.3% 0.8%

 ６．農  林  水  産  業  費 41,303,657 41,489,600 185,943 100.5% 8.3% 7.9%

 ７．商          工          費 51,319,758 78,553,639 27,233,881 153.1% 10.2% 14.9%

 ８．土          木          費 88,149,639 84,978,938 ▲ 3,170,701 96.4% 17.6% 16.1%

 ９．警          察          費 21,763,193 20,485,789 ▲ 1,277,404 94.1% 4.3% 3.9%

10．教          育          費 93,643,010 94,260,801 617,791 100.7% 18.7% 17.9%

11．災    害   復   旧    費 7,804,438 6,006,775 ▲ 1,797,663 77.0% 1.6% 1.1%

12．公          債          費 96,379,378 91,281,210 ▲ 5,098,168 94.7% 19.2% 17.3%

13．諸      支      出     金 16,691,259 16,260,951 ▲ 430,308 97.4% 3.3% 3.1%

14．予          備          費 100,000 100,000 0 100.0% 0.0% 0.0%

合           計 501,198,842 527,069,947 25,871,105 105.2% 100.0% 100.0%

平成２１年度当初予算  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

区                 分

　　歳　　　　入

構　　成　　比

( 単位 : 千円 )



 Ｈ２０当初 Ｈ２１当初 増　減 対前年度比

 (A) (B) （B）－（A）
当初対比

(B/A)
Ｈ２０
当初

Ｈ２１
当初

 1．自　主　財　源 176,861,358 193,920,299 17,058,941 109.6% 35.3% 36.8% 

  (1)県　　　　　　　　      　税 69,440,451 61,527,359 ▲ 7,913,092 88.6% 13.9% 11.7% 

  (2)地 方 消 費 税 清 算 金 12,824,213 12,555,919 ▲ 268,294 97.9% 2.6% 2.4% 

  (3)分 担 金 及 び 負 担 金 2,901,487 2,916,249 14,762 100.5% 0.6% 0.5% 

  (4)使 用 料 及 び 手 数 料 4,357,818 4,364,256 6,438 100.1% 0.9% 0.8% 

  (5)財　　  産  　　 収  　　入 1,757,671 1,729,566 ▲ 28,105 98.4% 0.3% 0.3% 

  (6)寄　　　　   付   　　　　金 0 8,500 8,500 皆増 0.0% 0.0% 

  (7)繰　　　　   入   　　　　金 21,671,827 25,072,502 3,400,675 115.7% 4.3% 4.8% 

  (8)繰　　　   　越   　　　　金 2,000,000 2,000,000 0 100.0% 0.4% 0.4% 

  (9)諸　　　　   収   　　　　入 61,907,891 83,745,948 21,838,057 135.3% 12.3% 15.9% 

 2．依　存　財　源 324,337,484 333,149,648 8,812,164 102.7% 64.7% 63.2% 

  (1) 地    方    譲    与    税 3,140,000 7,555,000 4,415,000 240.6% 0.6% 1.4% 

  (2) 地 方 特 例 交 付 金 866,000 726,000 ▲ 140,000 83.8% 0.2% 0.1% 

  (3) 地    方    交    付    税 179,886,000 156,137,000 ▲ 23,749,000 86.8% 35.9% 29.6% 

       〃 （含臨時財政対策債） (204,126,000) (205,104,000) (978,000) (100.5%) (40.7%) (38.9%)

  (4) 交通安全対策特別交付金 280,000 290,000 10,000 103.6% 0.1% 0.1% 

  (5)国    庫    支    出    金 73,209,284 76,692,648 3,483,364 104.8% 14.6% 14.6% 

  (6)県                         債 66,956,200 91,749,000 24,792,800 137.0% 13.3% 17.4% 

　　   〃 （除臨時財政対策債） (42,716,200) (42,782,000) (65,800) (100.2%) (8.5%) (8.1%)

合           計 501,198,842 527,069,947 25,871,105 105.2% 100.0% 100.0% 

平成２１年度当初予算 歳入内訳一覧表

構　　成　　比

（一 般 会 計）

( 単位 : 千円 )

区               分



Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 対前年度比較

当初（Ａ） 当初（Ｂ）
当初対比
（Ｂ／Ａ）

Ｈ２０
当初

Ｈ２１
当初

1．義   務   的   経   費 254,440,468 245,987,736 96.7% 50.7% 46.7% 

  (1) 人         件         費 127,546,298 123,565,594 96.9% 25.4% 23.5% 

  (2) 公         債         費 96,310,907 91,201,974 94.7% 19.2% 17.3% 

  (3) 扶         助         費 30,583,263 31,220,168 102.1% 6.1% 5.9% 

2．普 通 建 設 事 業 費 106,707,260 113,968,522 106.8% 21.3% 21.6% 

  (1) 補   助   事   業   費 47,895,243 49,678,507 103.7% 9.6% 9.4% 

  (2) 単   独   事   業   費 42,079,375 47,698,151 113.4% 8.4% 9.0% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 14,448,139 14,521,029 100.5% 2.9% 2.8% 

  (4) 同級他団体事業負担金 25,000 15,000 60.0% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 2,259,503 2,055,835 91.0% 0.4% 0.4% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 7,372,039 5,559,648 75.4% 1.5% 1.0% 

  (1) 補   助   事   業   費 7,292,039 5,479,648 75.1% 1.5% 1.0% 

  (2) 単   独   事   業   費 80,000 80,000 100.0% 0.0% 0.0% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 － 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 52,621,174 58,430,092 111.0% 10.5% 11.1% 

5．貸          付         金 54,923,945 77,579,295 141.2% 11.0% 14.7% 

6．そ          の         他 25,133,956 25,544,654 101.6% 5.0% 4.9% 

合           計 501,198,842 527,069,947 105.2% 100.0% 100.0% 

構　　成　　比
区               分

平成２１年度当初予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）

( 単位 : 千円 )



平成２１年度当初予算案　歳入・歳出構成内訳

総務費　25,571(4.9)

地方交付税　156,137(29.6)

県債　91,749(17.4)

依存財源(63.2)

地方譲与税等　8,571(1.6)

県税　61,527(11.7)

自主財源(36.8)

地方消費税清算金　12,556(2.4)

諸収入　83,746(15.9)

分担金及び負担金　2,916(0.5)

使用料及び手数料　4,364(0.8)

繰入金　25,073(4.8)

Ｈ２１当初
５２７，０７０
(１００．０)

民生費　43,315(8.2)

衛生費　19,652(3.7)

労働費　4,087(0.8)

農林水産業費
41,490(7.9)

警察費　20,486(3.9)

土木費
84,979
(16.1)

教育費
94,261
(17.9)

災害復旧費　6,007(1.1)

公債費
91,281
(17.3)

その他　17,387(3.3)

Ｈ２１当初
５２７，０７０
(１００．０)

人件費　123,566(23.5)

公債費　91,202(17.3)

扶助費　31,220(5.9)
普通建設事業費　113,968(21.6)

災害復旧事業費　5,560(1.0)

その他　25,545(4.9)

補助費等　58,430(11.1)

貸付金　77,579(14.7)

義務的経費(46.7)

投資的経費(22.6)

その他の経費(30.7) Ｈ２１当初
５２７，０７０
(１００．０)

歳入予算款別構成比

歳出予算目的別構成比

歳出予算性質別構成比

単位：百万円、(％)

商工費
78,554
(14.9)

国庫支出金  76,693(14.6)

財産収入等 3,738(0.7)



144

193

87

128

65

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

Ｈ元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

（年度）

（億円）

法人県民税・事業税 個人県民税 自動車税 その他 地方消費税（H9～）

583 594

653
632 615

650
675 694 682

775

690
736

706

624

579
600

613
597

県 税 収 入 の 推 移

701 694

※H元～19は決算額。H20は11月補正後予算額。H21は当初予算額。　　※地方消費税は他都道府県との清算前の額。
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地方交付税（臨時財政対策債含む）の推移
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地方交付税 臨時財政対策債(注)

2,187

　 ※ H2年～H19は決定額、 Ｈ20は11月補正後予算額、Ｈ21は当初予算計上額
　(注)  地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行される地方債。地方交付税の振替であり元利償還金
　　　　 については後年度全額地方交付税措置。



Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

8,443 9,127 9,603 9,971 10,294 10,337 10,208 10,059 9,964 10,146残高総額
10,000

8,000

6,000

1,000

2,000

県 債 残 高 の 推 移 （ 一 般 会 計 ）

《 Ｈ20.2月補正予算(2月19日提案分)反映 》

億円

臨
時
財
政
対
策
債
 
以
外

3,000

臨
時
財
政
対
策
債

4,000

2,000

8,443 9,011 9,237 9,161 9,165 8,970 8,695 8,403 8,125 7,878

0 116 366
810 1,129

1,367 1,513
1,656 1,839

2,268

(注１) Ｈ12～Ｈ19は決算額。Ｈ20は2月補正(2月19日提案分)後予算額、Ｈ21は当初予算額。

(注２) 臨時財政対策債とは、地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行される地方債。地方交付税の振
       替であり元利償還金については、後年度全額交付税措置。



※H元年度からH19年度までは決算額、H20年度は11月補正後予算額、H21年度は当初予算額
※減債基金は、満期一括勘定分を除く

財 政 調 整 基 金 等 の 推 移
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H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

億円

（年度）

（億円）



県 予 算 規 模 の 推 移
（単位：百万円）

当 初 ６月補正
年度 対前年 前年比 ９月補正 12月補正 ２月補正 そ の 他 最終専決後

(◎骨格) 当初比 ( : )下段 給与

H 2 446,260 10.2 1,342 6,609 587 457,135▲
( 6,609)内給与

◎
3 457,897 2.6 27,307 8.7 7,323 7,396 382 10/18 1,053 503,300▲

( 4,788)内給与
(12.6)

4 515,582 ＊ 6.3 28,042 8,032 6,005 543,540▲
内経済対策 内経対 内経済対策( 22,521) ( 4,683) (

( 3,347) 1,122)内給与

5 517,440 0.4 24,153 9,534 13,674 57,036 10/29 8 625,846
( ) ( 3,050) ( 7,021) ( ( )経済対策 内経済対策 内経対 内経済対策 災害復旧

( 7,857) ( 1,605) 33,175)内災害復旧 内給与

6 536,345 3.7 4,297 1,043 7,307 8/10 103 581,254▲
( 1,500) ( 746) （ )内経済対策 内給与 渇水対策

◎
7 535,929 0.1 17,237 3.1 16,053 1,340 22,547 10/31 43,055 597,329▲ ▲

( ( 9,869) ( 1,340) ( )内経済対策 内経済対策 内給与 経済対策
7,161) ( 4,192)内災害復旧

( 4.3) 10/ 8 792
8 559,089 ＊ 1.1 8,842 1,695 4,890 12/19 50 577,402

( 1,695) ( ､ )内給与 衆院選挙 上水道

9 603,468 7.9 12,000 1,679 5,863 2/16 4,453 612,375▲
内災害復旧 内給与 (臨時議会)( 8,126) ( 1,679)

10 639,430 6.0 44,955 4,665 47,884 6,908 10/15 1,200 730,209▲
( ( 4,205) ( 45,734) ( ( )内経済対策 内経済対策 内経対 内経済対策 災害復旧
45,964) ( 1,050) 702)内給与

◎
11 634,415 0.8 23,101 2.8 11,465 36,973 1,195 708,415▲

内経対 内経済対策( 37,670) (
( 1,483) 6,779)内給与▲

( 1.5) 27,786 1,457 10/23 403▲
12 643,823 ＊ 2.1 11,697 ( 26,720) ( ( ) 679,977▲ 内経対 内経済対策 震災対策

( 3,835) ( 1,172) 4,963)内経済対策 内給与▲
4,647 965 8/ 2 109▲

13 665,250 3.3 4,546 ( ( ( ) 674,343内緊急雇用創出 内経済対策 漁業対策
3,600) 22,263)

10,811▲
14 642,760 3.4 6,856 30 ( 638,458▲ 内経済対策

12,733)
◎ 10/10 866

15 626,909 2.5 2,995 2.0 7,900 31,882 ( ) 604,649▲ ▲ ▲ 衆院選挙

( 3.4)▲
16 605,741 ＊ 3.8 1,315 1,041 18,512 585,474▲ ▲ ▲

8/ 8 850
17 553,973 8.5 1,562 2,008 ( ) 554,186▲ ▲ ▲ 衆院選挙

7/31 13,529
18 523,261 5.5 1,863 4,508 4,691 ( ) 538,243▲ ▲ 豪雨災害

◎
19 510,731 2.4 5,916 1.3 663 3,691 13,974 507,797▲ ▲ ▲

( 1.9) 23,195▲
▲ ▲ 内経済対策20 501,199 ＊ 3.0 3,288 2.4 1,515 2,619 (

( ) 23,127)経済対策

21 527,070 5.2
( 8,335)内経対

(注)１．当初予算欄の◎は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」 ２．対前年当初比欄の＊は、対前年度６月補正後予算対比
３．６月補正の前年比は、対前年度当初予算対比(ただし、平成２０年度は対前年度６月補正予算後対比)
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